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自社の事業活動における環境問題の重要度

（出典）東京商工会議所会員の環境問題に関する意識・実態調査（2008年5月）
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ｋ．環境関連ビジネスへの進出

ｊ．企業内の環境教育

ｉ．グリーン購入

ｈ．自動車排ガス対策

ｇ．環境会計

ｆ．環境報告書

ｅ．環境マネジメントシステム

ｄ．土壌汚染対策

ｃ．化学物質対策

ｂ．廃棄物対策（３Ｒ）

ａ．地球温暖化（省エネ）対策

大変重要である

重要である

％ （複数回答）



自社の事業活動における環境問題への対応の実施状況

（出典）東京商工会議所会員の環境問題に関する意識・実態調査（2008年5月）
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ａ．地球温暖化（省エネ）対策

積極的に実施

している

実施している

％ （複数回答）



自社の環境対策を推進していくための課題

（出典）東京商工会議所会員の環境問題に関する意識・実態調査（2008年5月）
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自社の事業活動における地球温暖化対策の意識
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（出典）東京商工会議所会員の環境問題に関する意識・実態調査（2008年5月）
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ｍ．屋上緑化の導入
ｌ．クールビズ・ウォームビズ

ｋ．３Ｒの推進
ｊ．エコドライブの実践
ｉ．生産ラインの効率化
ｈ．燃焼装置の適正管理

ｇ．太陽光発電、風力発電の利用
ｆ．電力使用の節減

ｅ．ビルエネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）の導入
ｄ．コージェネレーション・ヒートポンプなどの活用

ｃ．省エネ機器・設備の活用
ｂ．空調設備の適正管理
ａ．室内温度の適正管理

積極的に実施している 実施している 実施予定または検討 実施予定はない 該当しない 不明

（複数回答）

事業活動における地球温暖化（省エネ）対策

○「室内温度の適正管理」「空調設備の適正管理」などのソフト面の対策は、企業規模にかかわらず実施率が高
い。同様に企業の費用負担が尐ない「クールビズ・ウォームビズ」については、従業員数１０１人以上の企業の実
施率が約８割であるのに対し、１００人以下の企業では約半数にとどまる。
○設備投資を伴う「省エネ機器・設備の活用」は、従業員数１０１人以上の企業では約７割が実施しているが、１
００人以下の企業では実施が４割にとどまり、「実施予定なし」との回答も４分の１にのぼる。「生産ラインの効
率化」も、該当する企業のうち、従業員数１０１人以上の企業では実施率が約８割であるが、１００人以下の企業
での実施率は半数弱で、３０人以下の企業では３割強にとどまる。

（出典）東京商工会議所会員の環境問題に関する意識・実態調査（2008年5月）



中小企業の業況

（出典）商工会議所LOBO（早期景気観測）調査（2009年11月）

6



資金繰り判断ＤＩ

（出典）日銀短観（2009年9月）
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金融機関による中小企業向け貸出残高の推移
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（出典）中小企業白書（2009年版）



原油価格上昇による中小企業への影響

（出典）経済産業省「原油価格上昇の我が国産業への影響に関する調査」（2007年11月）
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国内クレジット制度の概要
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事業計画の申請

事業計画の受付（147件）

事業計画の承認（75件）

削減量の実績報告

クレジットの認証（11
件）

排出量の償却

排出削減事業者
政府

(国内クレジット認証委員会)
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手続の流れ

国内クレジット制度における申請受付・承認・認証の状況
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方法論番号 排出削減方法論名称
001 ボイラーの更新

001-A バイオマスを燃料とするボイラーの新設

002 ヒートポンプの導入による熱源機器の更新

002-A ヒートポンプの導入による熱源機器の更新（熱回収型ヒートポンプ）

003 工業炉の更新
004 空調設備の更新

004-A フリークーリングの導入

005 間欠運転制御、インバータ制御又は台数制御によるポンプ・ファン類可変能力制御装置の導入

006 照明設備の更新

006-A 照明設備の新設

007 コージェネレーションの導入

008 太陽光発電設備の導入

009 温泉熱及び温泉排熱のエネルギー利用

010 高効率変圧器への更新

011 コンセント負荷制御機器の導入

012 溶融炉におけるコークスからバイオコークスへの切り替え

013 外部の高効率熱源設備を有する事業者からの熱供給への切り替え

014 余剰蒸気活用による小型蒸気発電機の導入

現在、１８件の排出削減方法論（当初創設７件、追加承認１１件）がある。

国内クレジット制度排出削減方法論一覧
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中小企業の環境対策促進に向けた基盤整備を

○資金調達の円滑化

○国内クレジット制度の活用促進

○設備･機器の適正運用のための支援強化
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